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要旨 

本稿は、国際共修におけるアセスメントのあり方について、教育評価及びインストラク

ショナルデザインの考え方に基づいて考察を行うものである。現在の国際共修実践・研究

では、アセスメントに焦点を当てた論考が少ないことが指摘されている。しかし、アセス

メントとは、学習者が学習目標を達成できたどうかを確認する行為であり、教え手である

教員の教育責任を問う重要な機能を持つ。本論考では、このアセスメントという重要概念

について、関係者の意識を高めるべく、アセスメント及び教育評価の基礎概念を紹介する

とともに、国際共修アセスメントの考え方について、特に学習成果（より具体的には Gagné

の学習成果の 5 分類）に着目した一つの視点を提示した。また、国際共修実践の事例を取

り上げて、本稿で議論したアセスメントの視点からケース・スタディを行い、学習成果に

基づいたアセスメントにより、国際共修実践を改善することが可能であることを議論した。 

 

1. はじめに 

日本の国際教育分野では、近年、留学教育という一部の学生を対象とした国際教育から、

全ての学生に国際教育の機会を提供するための、国内学習環境で実施する新たな国際教育、

いわゆる「内なる国際化（Internationalization at home: IaH）」と呼ばれるアプローチへ研究の

焦点が集まりつつある１（末松, 2019; 高橋, 2019）。IaH の一般的な形態は、留学生と国内学

生が共に同じ教室で学ぶというものである。これにより、諸々の事情で留学などの海外学

習機会にアクセスできない国内学生であっても、教室内で文化的背景の異なる留学生と有

意味な交流を行うことで、国際的な学びが可能となる。留学生側から見れば、国内学生と

有意味に関わる機会が増加することは、日本における留学生活の充実につながる。この点

は、特に国内の高等教育機関で増加した英語で実施される受入留学プログラムが、実際の

ところは外国人教員あるいは英語に堪能な日本人教員と留学生だけで実施される（出島の

ように孤立した）「アイランド型」（Ota, 2017）プログラムに陥っていることを考えると、

大きな意義がある。 

IaH を教授アプローチの視点から考えた時に、現在日本の高等教育で特に注目されてい

                                                      
１ IaH の概念は日本で徐々に広まりつつあるが、概念自体はすでに 1999 年にスウェーデンの研究者

であるBengt Nilssonが論文で提案したとされており、欧州ではかなり早くから注目されていた（Crowther, 
Joris, Otten, Nilsson, Teekens, & Wächter, 2000）。 
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るものに「国際共修（International Collaborative Learning）」がある。国際共修とは「文化や

言語の異なる学生同士が、グループワークやプロジェクトなどでの協働学習体験を通して、

意味ある交流（Meaningful Interaction）により相互理解を深めながら、他者を理解し、己を

見つめなおし、新しい価値観を創造する一連のプロセス」（東北大学, 2022）を指す２。国際

共修の学習目標、学習形態、学習環境等は多様であるが、いずれの国際共修実践にも共通

しているのは、「文化的、言語的な多様性を学習リソースとする学習者間の交流を通して、

学習者が自らの学びにオーナーシップを見出すことに重きを置く（Leaner-centered）」点で

ある（東北大学, 2022）。国内では東北大学が国際共修の実践、研究、普及の先導的役割を

担っており、現在も、文部科学省の事業として 2021 年 9 月に発足した「大学の国際化推進

フォーラム」において、「国際共修ネットワークによる大学教育の内なる国際化の加速と世

界展開」というプロジェクトの幹事校を務めている。 

国際共修については、教室実践の蓄積はあるものの、学習成果についての測定やアセス

メントについての考察は限定的である。末松（2019）は、国際共修について、過去 25 年間

に国内で出版された 127 編の文献を分析し、国際共修に関する実践的及び研究的関心の高

まりを確認しているが、他方で、国際共修の効果、特に学習者の「ラーニングアウトカム」

（学習成果）に焦点を当てた研究が少ないことを指摘している。また、国際共修に関する

代表的な文献である坂本・堀江・米澤（2017）あるいは末松・秋庭・米澤（2019）に所収

の教育実践の論考を見ても、実践の背景や学習活動についての情報は豊富であるものの、

アセスメントの議論は、評価の問題を直接に扱った北出（2019）を除き、限られている。 

実際、北出（2019: 279）においても、国際共修授業は「その目標、評価方法、基準などに

ついての議論はまだまだ未発展な部分である」と述べられている。これには、Hutchings（2010）

が言うように、大学教員の多くがアセスメントに関する訓練を受けていないことが影響し

ていると思われる。 

だが、アセスメントは国際共修の質を保証する上で、必要不可欠な活動である。Wiggins

（1998）は、アセスメントを教育において、重要で、かつ、本質的なものと見なしている。

それは、学習者が学習目標に対して何をどこまで学んだかを明らかにすることで、教師の

責任を明確にし、反省を促すとともに、目標が未達成の場合、必要なフィードバックを学

習者に与えることができるという教育的可能性を持つからである。また、北出（2019）は、

                                                      
２ 我が国では、国際共修と共に IaH の観点から注目を浴びている教授法として「オンライン国際協

働学習（Collaborative Online International Learning: COIL）」（池田, 2019）がある。従来は教室という物

理的空間で行われる国際協働学習を国際共修、そして、ICT を活用した、バーチャル空間で行われる

国際協働学習を COIL としてある程度区別がなされていたが、コロナ禍において、留学を含めた国際

教育のオンライン化が進んだことで、この境目が曖昧なものになりつつある（新見・星野・太田, 2021）。
実際、水松（2019）は、「バーチャルな空間における国際共修」として COIL を紹介している。本稿

では、従来の教室環境で実施される国際共修に焦点を当て、COIL との概念的区別には立ち入らない

が、両教授法は類似しており、本稿で行う議論の多くは COIL にもそのまま当てはまると思われる。 
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国際共修における評価を議論する中で、アセスメントが教育目標、内容、支援、成果の測

定などを検討するために中心的な役割を果たすとする。国際共修が、安易な活動主義に陥

らないためにも、実践者は、アセスメントについての意識を高めておく必要がある。 

以上の背景を基に、本稿では、国際共修におけるアセスメントのあり方について、特に

「学習成果」の概念に注目して考察を行う。国際共修の評価については、北出（2019）の

優れた議論が存在するため、以下ではできる限り、内容が重ならないように議論を行う。

本論考の目的は、国際共修のアセスメントに関する今後の実践及び研究を促進するため、

アセスメントに関する基礎的概念を整理する中で、国際共修アセスメントの課題を明確に

することである。無論、一つの論考でアセスメントの全てを語ることは不可能だが、少な

くとも国際共修のより良い実践を導くための、一つの考え方あるいは視点を提示したい。 

 

2. アセスメントの基礎概念 

2.1 アセスメントの定義と類似概念の整理 

「アセスメント（assessment）」とは、多様な情報源から、学習者の学びについての情報

を体系的に収集、分析、使用しながら、より良い教育を目指す継続的なプロセスである。

（Angelo, 1995; Deardorff, 2015; Huba & Freed, 2000; Suskie, 2009=2015; Walvoord, 2010）。

Suskie（2009=2015: 19）は、アセスメントのプロセスを 4 つのステップに区別しており、そ

して、これらが一過性のものではなく、一つのサイクルとして繰り返し行われることを強

調する（表 1）。 

「評価（evaluation）」は、アセスメントから得た情報を基に、当該の教育実践に関して、

教育目標に照らしながら、意思決定につながる（価値）判断を行うことである（Deardorff, 

2015; Suskie, 2009=2015; 田中, 2021）。Suskie（2009=2015）によれば、評価は、表 1 のアセ

スメントサイクルにおける後半部分、すなわち、アセスメントの根拠資料を解釈する第 3

ステップ（の一部）と、その結果を活用する第 4 ステップを指していると理解できる。こ

のように、本稿では「評価」を「アセスメント」に包摂される概念と理解する。だが、「評

価」という言葉には、意思決定に影響を与える「判断」を下すプロセスに焦点を当てる機

能があり、我々が教育の専門家としての判断能力を最大限に生かしているかどうかを常に

問い直してくる、重要な概念であることも指摘しておきたい。 

 

表1 アセスメントサイクルの4つのステップ 

1. 学生の学習において期待される成果を明確かつ測定できる形で策定する 

2. 学生がこうした成果を達成するための機会を十分に提供する 

3. 期待される成果と学生の学習がどの程度一致しているのかを示す根拠資料を体系的に

収集、分析、解釈した上で判断を下す 

4. アセスメント結果の情報を用いて学生の学習に対する理解を深め、その改善に生かす 
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「成績評価/評定（grading）」は、様々な教育活動に対して総括的に順序を付けることや、

あらかじめ決めておいた得点や記号を表示し、その良し悪しを判定することである（北原, 

2021）３。大学教育の文脈では、科目の成績を「優」「良」「可」「不可」などの等級に基づ

いて判定することである。Suskie（2009=2015）は、成績評価とアセスメントは、どちらも

学習者の学習経験を把握しようとする点で似ているとするが、成績評価の情報だけでは、

学習の実態が十分に把握できないことや、成績評価の規準には、科目の学習と直接関係が

ないもの（例えば出席率や課題提出が遅れたことによる減点など）が含まれることがある

ため、それらはアセスメントの考え方と異なることを指摘している。実際、現在の（相対

評価の仕組みが残るシステム内での）成績評価は、管理を目的とした分類や選別のための

行為であり（続, 1969）、学習者の学びを正確に把握し、あくまで学習支援につなげる活動

であるアセスメントとは本質的に異なると言える。とはいえ、現状のシステム内で生きる

我々は、できる限り両者が整合的になるように努力すべきであろう。 

 

2.2 診断的評価・形成的評価・総括的評価 

一般に、学習評価の機能は、評価実施のタイミングに応じて、診断的評価・形成的評価・

総括的評価の 3 つに分けて説明される（中島, 2018）。 

診断的評価（diagnostic evaluation）４は、教授の参考にするため、何らかの教育プログラ

ム開始時の学習者の状態（前提知識や技能、知能、性格、興味、適性等）を把握すること

である（石田, 2021; 二宮, 2022; 撫尾, 2006）。例えば、大学の授業でグループプロジェクト

をさせる場合、効果的なグループ分けの参考情報とするため、チームワークスキルを測定

する尺度（相川・高本・杉森・古屋, 2011）を実施することなどが考えられる。また、履修

条件に前提科目を指定することや、国際プログラムへの参加条件として外国語能力基準を

指定することなども、診断的評価の役割を担っていると言える。国際共修科目においても、

担当教員は、与えられた時間の中で、学習者が学習目標を達成できるように授業設計する

ためには、学習者の出発点を正確に把握することが肝要である。 

形成的評価（formative evaluation）は、「教育活動の途上で中間的成果を把握し、活動自体

の軌道修正のために、また次の段階の指導や学修の方向や課題を明確化するために用いる」

ことを意味する（梶田, 2016: 85）。また、Bloom 他（1971=1973: 162）は、「形成的評価は、

                                                      
３ 「評定」という言葉は学校教育の文脈で用いられることが多く、高等教育では「成績評価」の方

が一般的である（例えば佐藤, 2010）。なお、「評定」が「評価」と区別されずに使われることもある

（松下, 2006）ので、注意が必要である。 
４ 海外文献でも、assessment と evaluation の区別は必ずしも常に明確に使われているわけではない。

近年では、formative assessment や summative assessment など、assessment と組み合わせた表現が多く

用いられている印象があるが（例えば Dixon & Worrell, 2016）、我が国に、本節で扱う評価の三機能

を紹介した Bloom, Hastings, & Madaus（1971=1973）らの原著では、diagnostic evaluation、formative 
evaluation、summative evaluation という言葉が使われているため、ここでもそれに倣っている。 
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カリキュラム作成、教授、学習の 3 つの過程の、あらゆる改善のために用いられる組織的

な評価である」と述べる。これは PDCA サイクルと同じ考え方であり、教育活動を計画的、

かつ、着実な形で実行するため、教育目標の達成状況を評価しながら、その結果を補充や

深化といった、次の段階の取組に生かしていくことと理解される（梶田, 2016）。具体的な

手段には、授業中に実施する観察、質問、あるいは小テストなどが含まれる（梶田, 1975）。

形成的評価の目的は、あくまで学習支援や教授改善であることから「学習のための評価」

（assessment for learning）と呼ばれている（二宮, 2021）。近年は、この意味で、診断的評価

の機能も形成的評価に含まれると見なされるようになっている。国際共修科目においての

一例として、チームワークスキルの向上を学習目標に設定した場合に、科目途中で、

Association of American Colleges and Universities（2009）の「チームワークに関する VALUE

ルーブリック」や佐藤（2021）が紹介する評価シートなどを用いて、ピア評価を実施する

ことができる。そこで得られた評価結果をふまえ、期待水準に到達している学習者には、

さらなる高みを目指すための助言を行うことができ、逆に期待水準を下回る学習者には、

現状に関する「診断的」な聞き取りを行い、個別の支援策を考えることができる。 

総括的評価（summative evaluation）は、「全課程あるいはその 1 部分について達成された

学習成果の程度を把握する」ことである（Bloom,他, 1971=1973: 89）。総括的評価は、成績

の評定及び単位の認定、技能及び能力の認定、後続課程での教授の出発点の決定（これは

診断的評価と重なる）など、多目的に利用される一般的な評価である。総括的評価は資格

や選抜、あるいはアカウンタビリティのための評価活動であり、教授の改善や学習の支援

を目的とした形成的評価と区別する形で、「学習の評価」（assessment of learning）と呼ばれ

ることがある（二宮, 2021）。大学教育の文脈では、例えば、科目の期末試験やプレゼンテー

ションなどのパフォーマンス課題、また、学位論文の審査も総括的評価と言えるだろう。

国際共修では、例えば、プロジェクト型学習（Project-based Learning: PBL）として、学習者

に何らかのリサーチ活動を行わせた場合に、その成果をまとめたレポートの執筆やプレゼ

ンテーションなどのパフォーマンス課題を総括的評価として見なすことができる。なお、

総括的評価は、ある一つの教育プログラムに関するアセスメントサイクルの終着点である 

ことから、教員の一連の教授活動についての反省を促すという重要な機能も持つ５。 

 

                                                      
５  これは、Schön（1983=2007）の省察的実践論で言うところの「行為についてのリフレクション

（reflection-on-action）」である。一方、形成的評価は、「行為の中でのリフレクション（reflection-in-
action）」に相当すると言えるだろう。Schön の議論をふまえると、これらの評価には、教育の専門家

としての教員の成長を促す機能があるため、仮に国際共修の実践家が、国際共修の専門家としての

成長を願うならば、アセスメントに十分な意識を向けることが必要ということが示唆される。なお、

Schön の省察的実践論とリフレクションに関する考察は河井（2018）に詳しい。 

― 144 ― ― 145 ―



神戸大学 大学教育研究 第 31 号 （2023） 

3. アセスメントの手法６ 

3.1 直接評価と間接評価 

松下（2016）は、「直接評価」と「間接評価」を、学習評価の分類軸の一つとしている。 

直接評価は、「学習者の知識や能力の表出を通じて―『何を知り何ができるか』を学習者

自身に提示させることで―、学習のプロセスや成果を直接的に評価すること」（松下, 2016: 

16）を指す。別の言い方をすれば、アセスメントのエビデンスが、学習に対して直接的で

ある（小山, 2022）。直接評価ではテスト、学習者の観察、あるいはプロジェクトでの成果

物の作成など、一連の学習活動の結果、実際に生じた学習に直接関わるエビデンスが収集

される。また、直接評価は一般に質的なエビデンスに基づくことが多い（Deardorff, 2015）。 

間接評価は、「学習者による学習についての自己報告を通じて―『どのように学習したか』

や『何を知り何ができると思っているか』を学習者自身に答えさせることによって―、学

習のプロセスや成果を間接的に評価すること」を指す（松下, 2016: 16）。すなわち、アセス

メントのエビデンスが学習に対して間接的である（小山, 2021）。間接評価の例としては、

質問紙で学習者に何らかの能力（例えばチームワークスキル）について「どの程度身につ

いているか」を 5 件法で回答させることが挙げられる。松下（2016）によれば、授業の最

後に「今日の授業で学んだこと」などを書かせるミニッツペーパーや振り返りシートも、

大学でよく使用される間接評価の例である７。間接評価は、一般に量的（例えば質問紙調査）

でも質的（例えばインタビュー）でもあり得る（Deardorff, 2015）。 

 

3.2 量的評価と質的評価 

松下（2016）は、評価データを量的か質的かという視点からも分類している。 

量的評価とは、客観テストや質問紙調査のように、評価データを何らかの数値によって

把握する評価であり（小山, 2021）、何よりも測定・評価の客観性が重視される（松下, 2016）。

また、量的評価で用いられる客観テストや質問紙調査などは、集団で実施でき、データを

統計的にも分析しやすいため、選抜やアカウンタビリティ目的で用いられる（松下, 2016）。

さらに、（測定の妥当性は別として）量的データそのものは客観的なものであることから、

他組織との比較や経年比較も行いやすいという利点がある。 

質的評価とは、自由記述式問題への回答やインタビューデータから、個人の学習経験に

ついて分析するといったように、評価データを質的に把握する評価であり（小山, 2021）、

                                                      
６ 本章では「直接評価」と「間接評価」、そして、「量的評価」と「質的評価」を扱う。文献では、

これらはいずれも「評価」という言葉を含むが、（価値）判断プロセスに焦点を当てるよりも、特定

のツールを用いたデータ収集の側面に強調点があり、「測定」の意味合いが強い印象がある。しかし、

文献ではこれらの用語がすでに定着しているため、本稿でもそれに倣うこととする。 
７ ただし、学びや経験を言語化することが、その授業の学習目標として設定されていれば、これら

は直接評価のエビデンスと見なすことができる。このように、ある行為が直接評価か間接評価かは、

最終的には学習目標が何であるかによって決まる。 
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個々の学習者の学習や指導の改善のための情報を得るのに適している。しかし、そこには

必ず主観的な要素が伴う（松下, 2016）。それゆえ、測定・評価の信頼性をいかに確保する

かが重要な問題となる。このため、例えば、自由記述式の問題やレポートの質を評価する

際には、ルーブリックなどを用いて評価基準をできる限り明示化し、また、複数の評価者

間で、評価基準についてすり合わせを行うことが有効である（松下, 2016）。 

 

3.3 アセスメント手法の分類 

松下（2016）は、上記の 2 軸を組み合わせ、学習評価の手法を 4 つのタイプに分類して

いる（図 1）。また、松下（2016）は、アクティブラーニングでは、知識やスキルを使いこ

なし、高次の思考を駆使して、他者と協働しながら表現活動に取り組むことをふまえ、IV

のタイプの評価が最も重要であるとする。国際共修においても、末松（2019: iii）の定義に

「批判的思考力の習得」や「意見交換、グループワーク、プロジェクトなどの協働作業」

など、アクティブラーニングの要素が意識されていることが明らかであるため、IV に挙げ

られている手法が、国際共修のアセスメントにおいて中心的な役割を持つと推測される。 

 

 
図1 学習評価手法の分類 

（出典: 松下（2019）） 

 

一方、西岡（2017）は、学習評価の課題が筆記か、あるいは実演か、そして、評価課題

で問われる内容が単純なものか、あるいは複雑なものかという、松下（2016）とは異なる

2 軸で評価手法を分類している（図 2）。また、西岡（2017: 26）は、「測りたい資質・能力

によって有効な評価方法は異なる」という重要な点を指摘している。この点をふまえれば、
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国際共修科目においても、担当教員は、設定した学習目標の性質に合わせて、適切な評価

手法を選ぶ必要がある。 

 
図2 評価手法の分類 

（出典: 西岡（2017）） 

 

4. 学習成果に基づくアセスメントの考え方 

4.1 学習評価方法の分類の問題点 

上では、アセスメントに関する一般的な概念や議論について記述してきたが、これから

より具体的に国際共修アセスメントについて考察していく。そのためには、まず、前章で

見たアセスメント手法の分類について、その問題点を指摘することから始めたい。松下（2016）

や西岡（2017）の分類は、確かに我々の持つアセスメント手法の知識の整理に一定の貢献

をしている。だが、どちらの分類についても、分類のための分類になっている面があり、

教育実践的に必ずしも有用なものではないと思われる。というのも、西岡（2017: 26）自身

が述べているように、アセスメントには、「測りたい資質・能力によって有効な評価方法は

異なる」という前提があるからである。言い換えれば、適切なアセスメント手法の選択は、

教育目標が何であるか、つまり、以下で展開する議論を先取りすれば、そこで意図されて

いる「学習成果」（ラーニングアウトカム）が何であるかに依存する、ということである。 

これをふまえると、間接評価か直接評価であるか、また、量的評価であるか質的評価で

あるかは、教育実践的に有用なアセスメント手法の分類ではない。実際、アセスメントの

本質からすれば、現実の教育現場におけるリソースの制約はあるものの、可能な限り直接

評価が望ましいことは明らかだろう。なぜなら、間接評価で得られるデータは、その名の

神戸大学 大学教育研究 第 31 号 （2023） 

国際共修科目においても、担当教員は、設定した学習目標の性質に合わせて、適切な評価

手法を選ぶ必要がある。 

 
図2 評価手法の分類 

（出典: 西岡（2017）） 

 

4. 学習成果に基づくアセスメントの考え方 

4.1 学習評価方法の分類の問題点 

上では、アセスメントに関する一般的な概念や議論について記述してきたが、これから

より具体的に国際共修アセスメントについて考察していく。そのためには、まず、前章で

見たアセスメント手法の分類について、その問題点を指摘することから始めたい。松下（2016）

や西岡（2017）の分類は、確かに我々の持つアセスメント手法の知識の整理に一定の貢献

をしている。だが、どちらの分類についても、分類のための分類になっている面があり、

教育実践的に必ずしも有用なものではないと思われる。というのも、西岡（2017: 26）自身

が述べているように、アセスメントには、「測りたい資質・能力によって有効な評価方法は

異なる」という前提があるからである。言い換えれば、適切なアセスメント手法の選択は、

教育目標が何であるか、つまり、以下で展開する議論を先取りすれば、そこで意図されて

いる「学習成果」（ラーニングアウトカム）が何であるかに依存する、ということである。 

これをふまえると、間接評価か直接評価であるか、また、量的評価であるか質的評価で

あるかは、教育実践的に有用なアセスメント手法の分類ではない。実際、アセスメントの

本質からすれば、現実の教育現場におけるリソースの制約はあるものの、可能な限り直接

評価が望ましいことは明らかだろう。なぜなら、間接評価で得られるデータは、その名の

― 148 ― ― 149 ―



永井 敦 

通り、学習成果に関する「間接的」なエビデンスにしかならないからである。さらに、得

られる評価データが量的か質的かについては、どのような学習成果を教育目標として設定

するかにより、ある程度必然的に決まってくる。基礎知識の習得を確認することが目的な

らば、多肢選択式の問題を活用した客観テスト（量的評価）を利用することが効率的であ

ろう８。一方、PBL を通じた思考力の深まりを学習成果として評価する場合、レポート（質

的評価）で評価することが一般的であろう９。 

西岡（2017）の分類についても、教育現場において、そもそも教育目標（学習成果）を

ふまえずに、筆記か実演かという視点から評価手法を考えることは通常無いだろう。また、

単純か複雑かという分類軸についても、教育目標が、単純な課題で評価できる程度の内容

のみで構成されることも少ない。「高等」教育では無論のこと、初等教育や中等教育におい

ても高次の思考力の育成が叫ばれる昨今、複雑な評価課題の考案が基本的に求められてい

ると言える。よって、西岡（2017）の評価手法の分類も、単純/複雑という視点から、学習

成果への意識が感じられるものの（実際、単純/複雑な学習成果という表現自体はあり得る）、

基本的には形式的なものにとどまっている。 

以上から、これらの代表的なアセスメント手法の分類は、教育目標（学習成果）の性質

から離れて考案されていることで、分類のための分類に陥っていると思われる。ゆえに、

これらの分類が、教育実践的にどれほど有用なものであるかは疑問が残る。したがって、

国際共修において効果的なアセスメントを行うには、以下で考察するように、設定された

教育目標の性質はどのようなものであるか、すなわち、ある教育プログラムの学習目標と

して、どのような学習成果を設定するかについての分析が不可欠である。 

 

4.2 学習成果の考え方 

学習成果（Learning Outcome）については、「学習成果の 5 分類」（Gagné, 1984）が有用な

知見を提供する。稲垣・鈴木（2015: 46）によれば、Gagné の 5 分類を用いる最大のメリッ

トは「学習目標［＝学習成果］を 5 分類に分けて考えることで自動的に適切な教え方や評

価の仕方が決まってくる」（下線部は引用者）ことである。これは、先述したように、アセ

スメントの手法は、どのような教育目標を設定するかによって決まることとつながる。 

                                                      
８ 基礎知識の確認のための課題であっても、「～について 100 字以内で説明せよ」のように、記述式

で回答させること（量的評価）も可能である。このように学習者が自ら回答を「再生」する評価課題

は、選択式問題のように回答を「再認」する課題よりも負荷が高く、学習の理解度を把握する上で

はより「効果的」だが、評価対象者が多い場合、評価の労力が膨大になる。よって、教員がリソース

の制約をふまえ、より「効率的」な手段を採択することは一般的に行われている。「効果」と「効率」

のバランスをどのようにとるかは、アセスメント手法の選択に大きく影響する。 
９ ただし、得られるデータ自体が質的なもの（例えばレポートのような記述データ）であっても、

ルーブリックなどを用いて数値化することができる（松下, 2016）。なお、質的評価データは、教育

現場では、成績評価とつなげるために何らかの形で量化されるが、これはアセスメントに内在する

制約ではなく、教育機関が管理目的のために課す制約である。 
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鈴木（2015: 107）は、Gagné の学習成果の 5 分類を表 2 のようにまとめている。Gagné の

枠組みでは、認知的な学習成果には「言語情報」（verbal information）・「知的技能」（intellectual 

skills）・「認知的方略」（cognitive strategies）の 3 つが、情意的な学習成果には「態度」（attitudes）

が、身体技能的な学習成果には「運動技能」（motor skills）が含まれる。以下、それぞれの

カテゴリーについて、鈴木（2017）を基に簡単に説明する１０。言語情報は、名前や年号な

どの与えられた情報を記憶する力を指す。知的技能は、分類方法や計算方法などの規則を

学び、それを未知の例に当てはめる力である。認知的方略は、覚え方の工夫など、自分の

学習プロセスをより効果的にするための学習技能や学習方略である。運動技能は、身体を

動かして課題を遂行できる能力である。そして、態度は、物事や状況に対して、（個人的に）

どのように関わるかを選択する心の状態を指す。 

 

表2 Gagnéの 5つの学習成果（鈴木（2015）を基に一部簡略化して作成） 

学習成果 言語情報 知的技能 認知的方略 運動技能 態度 

成果の 

性質 

指定されたも

のを覚える 

 

規則を未知の

例に適用する 

自分の学習

過程を効果

的にする 

筋肉を使い

体を動かす/

制御する 

ある物事や

状況を選ぼ

うとする 

事例: 

営業職 

新製品情報を

暗記する 

顧客に合わせ

て販売トーク

を使い分ける 

新製品情報

を効率的に

学ぶ 

説得的なプ

レゼンを行

う 

コンプライ

アンスを遵

守する 

事例: 

技術職 

新しい作業の

手順を覚える 

機器をトラブ

ルシューティ

ングする 

新しい業務

プロセスを

効率的に身

につける 

制限時間内

にミスなく

処理する 

ISO14001 に

従って環境

保護的行動

を選ぶ 

学習成果

の分類を

示す行為

動詞の例 

記述する 

（述べる） 

区別する 

確認する 

分類する 

例証する 

生成する 

採用する 実行する 選択する 

学習成果

の評価 

あらかじめ提

示された情報

の再認または

再生 

未知の例に適

用させる 

学習過程に

適用される 

 

実演させる 

 

行動観察か

行動意図を

表明する場

を設定する 

 

                                                      
１０ より詳しい解説は、Gagne, , Wager, Golas, & Keller（2005=2007）を参照されたい。 
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これらの 5 つの学習成果の種類を理解することで、教育目標を、明確に記述することが

可能となる。Deardorff（2015）も、国際教育における学習成果のアセスメントにおいて、

学習目標を明確に述べることの重要性を指摘している。学習目標の明確化には、「行動目標」

（あるいは「目標行動」）を含めることが重要である（稲垣・鈴木, 2015; 鈴木, 2015）１１。

行動目標は、学習者が授業を通じて何ができるようになったのかを、外部から観察可能な

行動で表した、目標の記述を指す。稲垣・鈴木（2015: 29）によれば、「三角形の特徴につ

いて考える」は、学習者が授業中に行うことを述べているものの、実際どのように考えた

のかについて、教員が何を手掛かりに判断するのかは不明である。他にも、「～を理解する」

「～を知る」「～に気づく」などの、学習目標の記述として一般に見られる表現も、厳密に

は観察可能な行動でない。だが、例えば「三角形の特徴について理解する」という目標が

与えられた場合、Gagné の学習成果の分類に沿って考えてみるならば、それはおそらく、

言語情報に近いことが分かる（定義を知っていることは、規則を適用することとは異なる）。

そうであれば、「三角形の特徴について理解する」という目標を、言語情報を示す行為動詞

である「記述する（述べる）」を手掛かりに、例えば「三角形の定義を口頭で説明できる」

と翻訳することで、学習者が授業後にできるようになっていることのみならず、その確認

（評価）手段も明確になる。この点が、アセスメントにおいて、学習成果という視点から

考えることの効用である。 

 

5. 国際共修アセスメントへの応用 

これまでの議論をふまえた上で、国際共修科目におけるアセスメントについて、すでに

出版されている事例を基に考察してみたい。ここでは、国際共修に関する標準的な文献で

ある坂本・堀江・米澤（2017）で報告されている、「留学生と日本―異文化を通しての日本

理解―」という国際共修科目の実践例をケースとして取り上げる。この事例を選んだのは、

坂本他（2017）で報告されている実践例の中でも、授業目標、授業スケジュール、及び成

績評価の情報が明示的に記載されており、本稿での考察のために必要な情報がある程度揃っ

ていたからである。なお、以下で展開する考察は、他の事例でも同様に応用可能である。 

まず、科目の基本的な情報を以下に記述する。本科目の受講生は 50 名前後であり、半数

以上が留学生である。同授業の目的は、「国際学生と国内学生が積極的に関わり合い、ディ

スカッションや協働作業を通じて、日本文化や社会に対する理解と相互の理解を深めるこ

と」であり、授業目標として、以下の 3 つが設定されていた。 

 

                                                      
１１ 他にも「評価条件」（評価課題に取り組む際に、教科書を参照して良いかどうかなど）や「合格

基準」（全問正解で、あるいは、80％の正答率で合格と判断するなど）もあるが、論点明確化のため、

ここでは学習成果の種類と直接的に関連する行動目標に絞って議論する。 
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1. 授業におけるディスカッション、協働作業を通して、日本文化や社会に対する理解を

深める。 

2. 多文化間グループにおけるディスカッションや協働作業を通して、多様な文化背景を

もつメンバーと共に作業を進める際、必要とされる姿勢やスキルに気づき、高める。 

3. 授業からの学びを日常生活、留学生活、そして将来の異文化体験や留学などに活かせ

る力を身につける。 

 

また、授業の成績評価についての情報は以下のとおりである。 

 

〇出席 15％ 

〇クラスへの参加度 20％ 

〇グループ発表 30％ 

※5 つの観点で、教員と学生がそれぞれ 15％の持ち分で評価 

〇グループ活動への貢献度 10％（自己評価） 

〇レポート 25％ 

 

そして、授業スケジュールは表 3 のとおりである。全 15 回の授業は大きく 3 つのフェー

ズに分かれており、導入の第 I 期、体験学習の第 II 期、そして振り返りのための第 III 期と

なっている。 

 

表3 「留学生と日本」授業スケジュール（2014年度） 

第 I 期 多文化に対する気づきを深める（導入） 
第 1 回: オリエンテーション（「伝えたい日本文化」「知りたい日本文化」） 

第 2 回: アイスブレーキング（人間ビンゴ） 

第 3 回: 留学生と日本社会（ケーススタディ） 

第 4 回: 異文化との出会い（異文化体験シュミレーションゲーム） 

第 II 期 多文化間グループ活動の実践と日本文化・社会の探求（体験学習） 
第 5 回: グループ活動について 

第 6-9 回: グループ活動（発表準備） 

第 10-12 回: グループ発表と討論 

第 III 期 学びを未来につなげる（振り返りと応用力の育成） 
第 13 回: グループ活動から学ぶ、レポート提出について 

第 14 回: 留学経験から日本を考える 

第 15 回: 授業全体の振り返り・まとめ 

（出典: 坂本他, 2017: 132） 
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まず、学習目標の確認から始めたい。目標 1 は「日本文化や社会に対する理解を深める」

とあるため、行動目標の記述の視点から、やや改善の余地があることが分かる。なぜなら、

学習者の理解が実際に深まったことを、何を手掛かりに判断すれば良いのかが、この目標

記述では必ずしも明確ではないからである。実践者の意図を把握するために、表 3 を参照

すると、この学習目標は、第 II期の計 8回の授業において焦点化されていることがわかる。

また、同実践報告によれば、第 II 期では、日本文化・社会についてグループで調べ、発表

するという課題が設定されていたという。いわゆるリサーチ活動が含まれていることから、

この目標で意図されていた学習成果は、単に知識を覚えるだけではなく、何らかの分析や

考察を含んだ知的技能であったことが推測できる。 

Gagné 他（2005=2007: 160）によれば、知的技能の一つに「問題解決」というカテゴリー

があり、これは「新しい状況において、学習者が解決策を見出すためにルールを選択し使

用する活動」を指す。探求を導く問いに答えるため、ある手法を用いて調査を行い、デー

タを分析して解釈を導き出し、その結果を発表するという活動は、複数のルールを応用す

る高度に知的なものであり（リサーチやプレゼンテーションには多くのルールが応用され

る）、問題解決行動の一つと言える。 

「問題解決」技能の場合、その能力を示す上で鍵となる動詞は「生成する（generate）」

である（Gagné 他, 2007: 161）。それをふまえ、例えば目標 1 を、「日本文化や社会に関わる

トピックについて、社会調査の手法を用いてリサーチを行い、その結果について、他国と

の比較考察を含めたプレゼンテーションを行うことができる」と行動目標を意識して書く

ことができる（これはあくまで一例にすぎない）。元の目標記述に見られる「理解を深める」

という表現の「理解」の部分を、「プレゼンテーションを行う」（ここには「生成する」と

いう言葉の意味が含意されている）という観察可能な行動目標に翻訳し、次に、「深める」

の部分を「他国との比較考察を含めた」という条件に置き換えて、「深める」ための観点を

示した（無論これが唯一の正解ということではなく、あくまで筆者の、日本文化や社会に

対する深い理解には、「比較」の視点が重要であるという考えが反映された結果である）。

この学習目標においては、当然パフォーマンス課題としてのプレゼンテーションが、適切

なアセスメント手法に選ばれる。参考までに、松下（2016）の分類で言えば、これは「直

接評価」及び「質的評価」であり、西岡（2017）の分類では「実演」及び「複雑」である。

なお、実践報告では、成績評価の方法としてレポートも挙げられているが、仮に、これも

目標 1 のアセスメント手法として実施されたのであるならば、「プレゼンテーションを行う

ことができる」の部分を例えば「考察を行うことができる」のように、やや一般化した表

現で置き換えることもできるだろう。なぜなら、「考察を行う」という表現は、プレゼンテー
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ションを行う、レポートを書くという行動と結びつけやすいからである１２、１３。 

次に、目標 2 については、「多様な文化背景をもつメンバーと共に作業を進める際、必要

とされる姿勢やスキルに気づき、高める」の「気づき、高める」という表現にやや問題が

ある。というのも、これも、学習者が授業期間内にこの目標に到達したかどうかを、どの

ように確かめることができるかが明確でないからである。また、「姿勢」は態度の学習成果

と関連があり、一方でスキルは「知的技能」と関わるため、2 種類の学習成果の目標が 1 つ

の目標の中にまとめられている点も目標記述の曖昧さを増加させている。 

目標の明瞭さのためには、稲垣・鈴木（2015）が勧めるように、無理に 1 つの文に収め

ずに、2 つ、3 つと文を分けて示すことができる。もし筆者がこの目標を修正するならば、

まず目標を、（異文化間）チームワークスキル（知的技能）の問題と再定義する。これは、

鈴木（2015: 114）が述べるように、「態度の学習には、多くの場合、言語情報やルールの学

習が伴う」からである。我々がある特定の行動をなぜ選択するべきなのか（あるいは選択

してはいけないのか）などの問いに答えられるのは、一般に何らかの知識を持っているか

らであり、それはチームワークに関する態度でも同様であろう。まずは、チームの一員と

して、特定の振る舞いをすることがなぜ重要なのかについて理解する必要がある。また、

態度の面で変化があったとしても、協働作業場面で、実際に効果的な振る舞いができなけ

ればあまり意味がない。ゆえに、筆者は、チームワークは、まずスキルとして教えること

が肝心だと考える。そうすると、目標を「多様な文化背景をもつメンバーと共に、効果的

に協働作業を行うことができる」と表現できるだろう。異文化間協働は、毎回ダイナミッ

クに変化するものであり、その意味で、これは、学習者が理解した効果的なチームワーク

に関するルール（規則）を、「未知の例に適用する」場面と見なすことができよう。 

アセスメントに関して、効果的な協働作業ができたかどうかについては、実際に協働し

た他メンバーの判断が重要な証拠となることから、例えば、評価シートやルーブリックを

用いて、学習者同士でピア評価をさせることができる。また、協働作業中に教員が観察を

行うことも有効である。なぜならば、教員の観察が可能であれば、協働作業の中で、当該

学習者が効果的な振る舞いができているかどうかについて、「直接評価」を行うことができ、

必要に応じて、その場でのコーチングも可能だからである。これらのアセスメント手法の

採用が難しい場合には、チームワークスキルについて、学習者に自己評価をさせる「間接

                                                      
１２ 稲垣・鈴木（2015: 29）が指摘するように、「学習目標を実際に行動で表そうとすると、語尾だけ

をなんとかしようとして、無理な表現になりがち」である。行動目標を考えることの利点は、学習目

標の記述の曖昧さを減じるという点にあり、本稿で示したように、柔軟に考えるべきである。 
１３ 関連して、ここで、教育実践報告に関する一般的な問題として、アセスメントに関する情報が不

明確である点も指摘しておきたい。特に、成績評価の情報が提示される場合に、各評価手法が、ど

の学習目標に対応して用いられたものなのかについての情報が省略されがちである。そのため、発

表であれ、レポートであれ、それらのアセスメント手法としての妥当性を批判的に問うために、各

手法の詳細及び学習目標との関連についての情報提供が望まれる。 
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評価」も可能だろう。事実、本事例の成績評価には「グループ活動への貢献度」の「自己

評価」が含まれていることから、目標 2 のアセスメント手法は、おそらく自己評価であっ

たと推測される。なお、本実践報告では、グループ活動の振り返りは、第 13 回のみで扱わ

れており、授業終了時にどの程度の学習者が目標2に到達できたかどうかは定かではない。

この点については、形成的評価を取り込み、科目途中において、目標に対する自らの現在

地を学習者が把握できるように支援すると良いだろう。 

目標 3 は、「授業からの学びを日常生活、留学生活、そして将来の異文化体験や留学など

に活かせる力を身につける」とあるが、「活かせる力を身につける」という表現には改善の

余地がある。他目標と同じく、行動目標の記述が十分ではないからである。事例の報告に

よれば、これは「学生自身が授業での学びを日常生活や将来に向けて応用できる」ことを

目指した目標であるという。この力を観察可能にする方法として、例えばアクションプラ

ンを作成させることが考えられる。学習者がアクションプランを明確に書けるのであれば、

将来的に、授業の学びを実際に活用すると信じるだけの証拠になると思われるからである。

よって、目標を「授業からの学びを、日常生活、留学生活、将来の異文化体験や留学など

に活かすための、アクションプランを作成できる」（これも学習成果としては、「知的技能」

の問題解決に相当する）と書き換えることができる。 

アセスメント課題は、無論、学習者に実際にアクションプランを作成させることになる。

なお、必要に応じて、アクションプラン作成にあたっての条件（1 年以内の計画とすること

や、1000 字以上という制約など）を加えることができる。そして、アクションプランの採

点にはルーブリックを用いることができる１４。本事例の場合、形成的評価の視点を取り入

れるならば、各期の終わりに、ミニアクションプランを作成させ、最終課題のアクション

プラン作成の練習とすることもできる。または、目標 2 のことも考えるならば、ミニアク

ションプランを学習者同士でピア・レビューさせる活動も効果的であろう。 

以上、国際共修科目の事例を基に、本稿で展開したアセスメントの議論をふまえて考察

を行ってきた。今回ケースとして取り上げた科目で設定されていた学習目標及びアセスメ

ントの手法と、それらを学習成果の観点に基づいて改善した例を表 4 にまとめた（改善例

の下線部分を見ると、行動目標とアセスメント手法に明確な対応がある点が改めて分かる）。

上で扱った教育実践事例が豊かな内容を持っていることには疑いがないが、一方で、学習

目標の設定及び適切なアセスメント手法の選択の点で、検討の余地があることを示した。

なお、このように学習目標及びアセスメントの方法をあらかじめ確定させることで、目標

達成に向けた学習活動を効果的に設計することができると考えられており、これは一般に

「逆向き設計」（backward design）（Wiggins & McTighe, 2005=2012）と呼ばれている。 

 

                                                      
１４ 国際共修におけるルーブリック評価については、北出（2019）を参照されたい。 
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表4 学習成果に基づく国際共修アセスメントによる改善例 

目標 1 
授業におけるディスカッション、協働作業を通して、日本文化や社会に対

する理解を深める。 

アセスメント グループ発表、レポート？ 

目標 1 修正版 

日本文化や社会に関わるトピックについて、社会調査の手法を用いてリサー

チを行い、その結果について、他国との比較考察を含めたプレゼンテーショ

ンを行うことができる。 

アセスメント プレゼンテーションの実演（パフォーマンス課題） 

目標 2 

多文化間グループにおけるディスカッションや協働作業を通して、多様な

文化背景をもつメンバーと共に作業を進める際、必要とされる姿勢やスキ

ルに気づき、高める。 

アセスメント 自己評価 

目標 2 修正版 
多様な文化背景をもつメンバーと共に、効果的に協働作業を行うことがで

きる 

アセスメント 教員による観察、ピア評価 

目標 3 
授業からの学びを日常生活、留学生活、そして将来の異文化体験や留学な

どに活かせる力を身につける。 

アセスメント レポート？ 

目標 3 修正版 
授業からの学びを、日常生活、留学生活、将来の異文化体験や留学などに

活かすための、アクションプランを作成できる 

アセスメント アクションプランの作成（パフォーマンス課題） 

 

6. おわりに 

本稿では、国際共修におけるアセスメントについて考えるため、アセスメントに関する

基礎的な概念を紹介しながら、特に学習成果の概念に着目して、国際共修科目の報告事に

ついて考察した。 

重要なことは、妥当なアセスメント手法の選択は、教育目標（学習目標）として、どの

ような学習成果を定めるかに依存するという点である。実際、McTighe & Ferrara（2021）

も、効果的なアセスメントの原理の一つに、アセスメントが学習目標と整合的であること

を含めている。また、国際教育分野で先導的存在である Deardorff（2015: 44）も、「効果的

なアセスメントは、適切に定義された目的、学習目標、用語を前提とする」と述べ、さら

に、国際共修に関わる実践と研究を牽引してきた末松（2018: 81）も「国際共修においても、

学生の到達目標を具体的な成果のみならず評価ともリンクさせ、授業をデザインすること

が重要である」と主張している。 
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一方、ここで提示したアセスメントの視点は、あくまで一つのアプローチにすぎない。

例えば、本論考においては、学習成果の定義に、Gagné の学習成果の 5 分類を用いたが、

教育評価の分野では、ブルームによる教育目標の分類学（Bloom's Taxonomy）もよく知られ

ている（詳細については Bloom 他（1971=1973）を参照されたい）。また、本稿はいわゆる

インストラクショナルデザインの考え方を採用しており、アセスメントの議論を展開する

中で、学習目標を行動目標として記述することを重視する議論を展開した。しかし、梶田

（2010）を始め、行動目標論への鋭い批判も存在する。特に、梶田（2010: 80）の「われわ

れは、行動目標という形で記述するということ自体を自己目的化するのではなく、『その目

標の真に意味するところを損なわない限りにおいて最大限の明確化をめざす』という立場

を取りたい」という言明は、行動目標を重視する立場であっても耳を傾ける価値がある。 

今後、日本においても、多様な形で内なる国際化が加速していくと思われるが、教育の

国際化において国際共修は鍵となる教授アプローチである。だが、その教育効果を透明性

のある形でステークホルダーに保証するためには、教員はアセスメントの問題を避けて通

ることができないし、そもそも避けるべきでない。本稿または北出（2019）の議論を出発

点に、今後、より妥当なアセスメント手法を用いた意欲的な国際共修実践や研究が行われ

ることを期待し、本稿を終えたい。 
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